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解決策

課題

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加

地方税法施行規則第15条の５の３に、「地方税法第382条第
１項の規定を同法同条第２項において準用する場合であって、
かつ、同法第73条の20の２の規定に基づき当該市町村を包括
する道府県の知事に通知するときには、土地については登記
所が保有している固定資産評価額を、建物については登記所
が保有している固定資産評価額及び建築年月日」を追加する

効果

制度上の支障
今般、登記所から都道府県へも直接登記の情報について通知
されることとなったものの、現行の登記の情報のみでは、不
動産取得税の課税等はできないことから、不動産取得税事務
に関する市町村及び都道府県の事務負担の大きさは変わらな
い。
当市所在都道府県内では、市町村が、登記所から受けた登記
の情報の通知に、当該不動産の固定資産評価額や建築年その
他参考事項等を加えて、都道府県へ通知しており、市町村の
事務に多大な負担が生じている。
また、都道府県によっては、都道府県が自ら登記の情報及び
不動産の固定資産評価額を把握する事務を実施しなければな
らない場合もあり、事務に多大な負担が生じている。

市町村及び都道府県相互の事務負担及び納税義務者の手続き負担
の大幅な軽減が図られる。
また、不動産取得税の課税等の事務については、従前の紙媒体中
心の事務から、登記所から都道府県へ提供される不動産登記情報
の電子データを中心とした事務になり得ることなどから、地方税
の分野における更なるデジタル化を促進することに寄与する。

地方税法第382条第１項では、「登記所は、土地又は建物の表示に
関する登記をしたときは、十日以内に、その旨その他総務省令で定
める事項を当該土地又は家屋の所在地の市町村長に通知しなければ
ならない。」とされており、第２項では、「前項の規定は、所有権、
質権若しくは百年より長い存続期間の定めのある地上権の登記又は
これらの登記の抹消、これらの権利の登記名義人の氏名若しくは名
称若しくは住所についての変更の登記若しくは更正の登記若しくは
百年より長い存続期間を百年より短い存続期間に変更する地上権の
変更の登記をした場合に準用する。ただし、登記簿の表題部に記録
した所有者のために所有権の保存の登記をした場合又は当該登記を
抹消した場合は、この限りでない。」とされている。
以上のように、「登記をした旨」及び「その他総務省令で定める事
項」を通知するとの規定になっており、現行では、固定資産評価額
や建築年までを通知することとされていない。
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はじめに
市町村・都道府県の事務の観点から

２
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課題

３

今般、登記所から都道府県へも直接登記の情報について通知されることとなったものの、現行の登記の
情報のみでは、不動産取得税の課税はできないことから、不動産取得税事務に関する市町村及び都道府
県の事務負担の大きさは変わらない。（提案文書から）

※全国都道府県税務主管課長・市町村税担当課長合同会議（令和４年１月21日開催）資料から抜粋

改正内容
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令和元年 地方分権改革に関する提案募集

管理番号118（提案団体︓埼玉県）
［提案事項］
不動産取得税の課税資料として、登記所からの不動産登記情報の電子データ提供を可能にする
［求める措置の具体的内容］
不動産取得税については、固定資産税と同様に不動産の所有権移転登記に係る情報に基づき課税をし
ている。
ついては、不動産取得税も固定資産税に係る地方税法第382条第１項と同様の規定を設けて、都道府
県にも登記所からの通知が行われるように地方税法を改正し、都道府県においてもオンラインにより
提供される登記済通知に係る電子データを活用できるようにすること。
［令和元年の地方からの提案等に関する対応方針（令和元年12月23日閣議決定）記載内容］
５【総務省】
（６）地方税法（昭25法226）
382条に基づく登記所からの通知に係る電子データ（以下この事項において「電子データ」とい
う。）の不動産取得税の課税事務への利用については、市町村（特別区を含む。以下この事項におい
て同じ。）が令和２年１月の登記情報システムの更改によりオンラインで得た電子データを用いて73
条の18第３項に基づき都道府県に通知することが可能であることを明確化し、この対応によってもな
お、市町村が電子データを入手することができないやむを得ない事情がある場合には、都道府県が登
記所から電子データを入手する方策について個別に法務局等と協議することができることを、当該シ
ステムの更改の日までに地方公共団体及び登記所に周知する。
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不動産取得税について

５

※総務省ホームページから抜粋

登記所から通知される登記の情報の項目について

固定資産評価額
が必要
しかし、
固定資産評価額
が通知されない

■登記権利者と登記義務者の氏名住所
■登記の受付年月日
■登記原因及びその日付
■土地→土地の所在及び地番・地目・地積
■建物→建物の所在・家屋番号・種類及び構造・床面積
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市町村から登記所への評価額通知について

地方税法第422条の３において
「市町村長は、（略）土地及び家屋の基準年度の価格（略）を決定し、又は修正した場合に
おいては、その基準年度の価格（略）を、遅滞なく、当該決定又は修正に係る土地又は家屋
の所在地を管轄する登記所に通知しなければならない。」
とされている。

６

不動産登記の際の登録免許税の算出にも固定資産評価額が用いられている

市町村から登記所へ固定資産評価額を通知していることから、登記所においても、
固定資産評価額情報を把握（保有）している。

※市町村長と登記所との間における地方税法に基づく通知のオンライン化については、当市でも既に運用を開始し
ているところであるほか、システム標準化における標準仕様において、当該通知の電子データの作成機能が実装さ
れる予定とされているため、令和７年度までに完了する予定のシステム標準化と同時に、全市町村からの電子通知
が可能となる。
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課題のまとめ

地方税法第382条 地方税法第73条の18第3項
地方税法第73条の22
都道府県税条例・施行規則

※固定資産評価額を追記して提供

７※全国都道府県税務主管課長・市町村税担当課長合同会議（令和４年１月21日開催）資料から抜粋・追記

登記所から都道府県に直接通知がされても、現行の登記の情報のみでは、不動産取得税の課税はできな
いことから、不動産取得税事務に関する市町村及び都道府県の事務負担の大きさは変わらない。

年度当初に固定資産評価額を通知

地方税法第422条の3評価額は通知
されない
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具体的な事務負担の内容

８
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不動産取得税事務に関する市町村及び都道府県の事務負担について

当市所在都道府県内では、市町村が、登記所から受けた登記の情報の通知に、当該不動産の
固定資産評価額や建築年その他参考事項等を加えて、都道府県へ通知しており、市町村の事
務に多大な負担が生じている。また、都道府県によっては、都道府県が自ら登記の情報及び
不動産の固定資産評価額を把握する事務を実施しなければならない場合もあり、事務に多大
な負担が生じている。（提案文書から）

９

※令和２年度の件数
土地 家屋 計

Ａ県 約80,000件 約36,000件 約116,000件
Ｂ県 約27,600件 約10,400件 約 38,000件
Ｃ県 約27,000件 約10,600件 約 37,600件
Ｄ県 約16,000件 約 5,300件 約 21,300件
Ｅ県 約59,500件 約27,300件 約 86,800件
Ｆ県 約23,000件 約10,000件 約 33,000件

本件提案の実現で負担軽減の可能な事務は
承継取得（売買や贈与など）の課税事務

※一部の都道府県からの回答

現状、これら全件に
ついて、固定資産評
価額を市町村が通知
又は都道府県が把握
している

不動産取得税
課税事務 原始取得

承継取得

約35,000件
（約23％）

約116,000件
（約77％）

約151,000件

※数値は令和２年度の北海道内のもの

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加

北海道の例では、約151,000件のうち、約116,000件（約77％）
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市町村から都道府県への固定資産評価額の通知事務について

10

登
記
所

市
町
村

都
道
府
県

地方税法第382条

登記の情報を通知 登記の情報を提供（併せて固定資産評価額その他参考事項を通知）

市町村長と登記所との間における地
方税法に基づく通知のオンライン化
については、当市でも既に運用を開
始しているところ

地方税法第73条の18第3項
地方税法第73条の22
都道府県税条例・施行規則

しかし、登記１件に対して１つのｃ
ｓｖファイルで通知が作成されるこ
とから、このｃｓｖを活用して都道
府県への通知データを作成するのは
極めて困難

そのため、オンラインでの通知に
併せて紙通知のｐｄｆの提供を要
求しており、この紙通知を基に都
道府県への通知事務を実施
※登記所へ臨場して通知を受理し
ていたものが臨場を要しなくなっ
たということのみ
※詳細説明は次ページを参照

１件１件システムで課税台帳の登録情報を確認して手書きで追記

手書きで追加

旧所有者氏
名を入力
→検索ボタ
ンを押す

検索結果か
ら対象者を
選択
→決定ボタ
ンを押す

土地・家屋
の別を選択
→詳細ボタ
ンを押す

備考がない
ことを確認
→評価計算
項目を選択

固定資産評価
額を確認して
通知書へ追記

¥１，２３４，５６７ー

※当市の場合

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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登記所からのオンライン通知のデータについて

11

登記１件に対して１つのｃｓｖファイルで通知が作成される

ある１日のｃｓｖ一覧 左記のうちある１つｃｓｖの中身

ｃｓｖファイル内の各種情報の配置もこのようなものであるから、このｃｓｖを活用し
て都道府県への通知データを作成するのは極めて困難

登記所からの通知データ（ｃｓｖ）の取り込みに関しては、システムの構築も検討したが、都道府県税の課税のため
に、これ以上市町村の予算を投入することは困難であると判断せざるを得なかった。
もっとも、固定資産評価額は、不動産取得税をはじめ、登録免許税や相続税等の多岐に使用されているものの、評価
や本件通知の経費については、何も手当されておらず、全て市町村の負担となっているのが現状である。

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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都道府県での評価額の把握事務について

12

【現行】
不動産取得税の課税資料収集にあたっては、地方税法第20条の11の規定に基づき、職員が登記所を訪問し、登記申請
書を閲覧して不動産の取得について調査し、（登記申請書に）添付されている不動産の固定資産評価額等（新所有者の
氏名、住所及び不動産の情報（所在や種類など））を含めて必要事項を手書きで写している。
【支障】
手書きで写すため多大な業務量となっている。これに加え、転記ミス、収集漏れなどの可能性があり、転記内容につい
て改めて別の職員が確認を行っている。管内に複数の登記所がある場合は、それぞれ訪問する必要がある。
このように、人的労力が多大となっている。
※平成29年度収集実績︓約11万5,000件(＋同数の見直し)、登記所への出張回数︓約1,000回

・なお、１月から３月の承継取得については、４月からの年度の固定資産評価額を使用するところであ
り、これも都道府県によるところではあるが、登記所や市町村へ臨場して、添付資料や縦覧台帳（住
所順に評価額が記載されている台帳）等で固定資産評価額を確認する必要がある。
※固定資産評価額の決定直後は、固定資産税の課税事務（納税通知書の送達や問合せ対応等）や固定
資産評価額の縦覧・閲覧対応が集中するため、市町村は繁忙期となる。
※この際、基本的には上記と同様に手書き（紙ベース）

※令和元年 地方分権改革に関する提案募集 管理番号118（提案団体︓埼玉県）「不動産取得税の課税資料として、登記所からの不動産登記情報の電
子データ提供を可能にする」のうち、「具体的な支障事例」から抜粋・編集・追記

また、令和２年度実績での出張と人員の延べ数は、
Ａ県→年間延べ392日、1,012人以上 Ｂ県→年間延べ370日、1,100人以上
Ｃ県→年間延べ550日、1,200人以上 Ｄ県→年間延べ384日、1,476人以上

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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備考など

13
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その他参考事項について

14

現状、ほぼ全ての通知は、固定資産評価額のみの記載である。
※参考情報として記載したことのある事項としては、
１）事前に相談のあった土地収用に関する代替取得に関するもの
２）災害（平成30年北海道胆振東部地震や火災）被害に伴う代替取得に関するもの

参考事項として通知する必要のある場合には、随時に都道府県へ通知することが可能
※登記所から都道府県へも直接登記の情報について通知されることとなっても、引き続き、
市町村にも登記の情報が通知されるので、随時に通知内容を確認することなどで可能

（固定資産課税台帳に登録された不動産の価格等の通知）
第73条の22 
市町村長は、第73条の18第３項の規定によつて送付又は通知をする場合においては、道府
県の条例の定めるところによつて、当該不動産の価格その他当該不動産の価格の決定につ
いて参考となるべき事項をあわせて道府県知事に通知するものとする。

※当市の場合（具体的な取り扱いについては、各都道府県と各市町村間で調整されているところ）

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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未登記の不動産の通知事務について

15

地方税法第422条の３に基づく登記所への通知では、登記の有無に関わらず、全ての固定資産評価額を
通知している。※当市については電子データにて通知

※そもそも、未登記については、不動産登記法第47条で規定されているように表示（表題）登記は義務であり、同法第164条によれば、
登記申請義務があるものがこれを怠った時には過料に処すものとされている。
※平成12年4月1日自治市第32号総務大臣通知「地方税法の施行に関する取扱いについて（市町村税関係）」第3章第1節第1二におい
て、「家屋とは不動産登記法の建物とその意義を同じくするものであり、したがって登記簿に登記されるべき建物をいうものであるこ
と」とされている。
※登記がない家屋であっても課税対象となること及び登記と現況に相違がある家屋における現況で課税を行うことは想定されていると
ころでありますが、上記のとおり、表示（表題）登記は義務であり、また、不動産登記法第28条で規定されているとおり、「表示に関
する登記は、登記官が、職権ですることができる」とされているものである。

その上で、現行の事務としては、原則、当市の所要の調査（売買契約書の確認や関係者への聞取りな
ど）を経て、例年、翌年度に北海道からの照会時に合わせて通知している。
→これについては、提案が実現した後であっても引き続き実施する必要があるところ
例外としては、
１）明らかに登記建物の附属家であるもの（例︓15㎡程度の車庫や物置など）
２）登記建物の未登記の増築部分

については、現行、登記建物の通知の際に併せて通知している。

※なお、新増築の建物固定資産評価額の通知については、登記所からの通知がされる時点では固定資産
評価額が未決定であるため、次年度始め（固定資産評価額決定後）にまとめて通知している。
→これについても、提案が実現した後であっても引き続き実施する必要があるところ

※２）登記建物の未登記の増築部分については、登記建物の登録免許税の算定に含まれるとのこと（当市管轄登記所担当者回答）

※当市の場合（具体的な取り扱いについては、各都道府県と各市町村間で調整されて
いるところ）

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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まとめ

16

登
記
所

市
町
村

都
道
府
県

登記の情報を提供（併せて固定資産評価額その他参考事項を通知）

地方税法第73条の18第3項
地方税法第73条の22
都道府県税条例・施行規則

市町村・都道府県の事務
の大幅軽減

現
行

提
案
実
現
後

登
記
所

市
町
村

都
道
府
県

登記の情報を通知
（地方税法第382条）

左記通知を確認してその他参考事項があれば通知

登記の情報に登記所で保有している「固定資産評価額」と「建築年月日」を併せて通知

※または、都道府県が登記所や市町村に臨場等して登記の情報・固定資産評価額・その他参考事項などの全て又はその一部を調査
土地 家屋 計

Ａ県 約80,000件 約36,000件 約116,000件
Ｂ県 約27,600件 約10,400件 約 38,000件
Ｃ県 約27,000件 約10,600件 約 37,600件
Ｄ県 約16,000件 約 5,300件 約 21,300件
Ｅ県 約59,500件 約27,300件 約 86,800件
Ｆ県 約23,000件 約10,000件 約 33,000件

承継取得（売買や贈与など）
の件数（令和２年度）

年度当初に固定資産評価額を通知
（地方税法第422条の３）

固定資産評価額が登記所から通知されることで評価額の追記・
把握事務が軽減可能に

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加

※一部の都道府県からの回答

登記の情報を通知
（地方税法第382条）

年度当初に固定資産評価額を通知
（地方税法第422条の３）

8
2



次に
納税義務者の手続き負担の観点から

17

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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特例措置の適用について

18

※関係部分抜粋

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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特例措置について

19

※東京都ホームページから抜粋・編集

建築年月日に
よって判断する

※土地についての特例（法第７３条の２４第２項、第３項）と連動

建築年月日
が必要

登記所から通知される登記の情報の項目について

■登記権利者と登記義務者の氏名住所
■登記の受付年月日
■登記原因及びその日付
■土地→土地の所在及び地番・地目・地積
■建物→建物の所在・家屋番号・種類及び構造・床面積

しかし、
建築年月日が
通知されない

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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不動産登記法第27条にて規定される登記の登記事項のうち、「登記原因及びその日付」とい
う事項がある

20

不動産登記においても、建物の建築年月日を登記することとされている。

登記所は、登記における事務を取り扱っていることから、登記所においても、
建物の建築年月日の情報を把握（保有）している。

登記所が自らの登記の事務において保有している建物の建築年月日について

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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具体的な手続き負担の内容

21

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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納税義務者からの申告について

22

税制改正によって、納税義務者からの申告がなくとも、特例措置の適用ができることとされ
たものの、登記所から通知される登記の情報では、建築年月日が確認できないことから、従
前のとおり、納税義務者から申告書に建築年月日がわかる書類（登記関係書類等）を添付し
て、都道府県へ提出する必要がある。（これについては毎年、納税義務者からの意見多数→所有権
移転は登記で捕捉しているのに、登記事項である建築年月日が分からないのはなぜ︖など）
※市町村から都道府県への固定資産評価額の通知又は都道府県での固定資産評価額の把握事務に、建築年月日の通知又は把握を加える場合
には、先述のとおり、現行にあっても多大な負担であるものが更にその負担が増大することとなる。

申請書 新築日を証する書類

※北海道ホームページから抜粋
※北海道ホームページから抜粋

これらを都道府県へ提出する必要がある
※登記所が交付する全部事項証明書

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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具体的な
都道府県の事務負担の内容

23

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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特例措置の適用に関する都道府県の事務負担について

現状、特例措置の適用について、納税義務者からの申告によって行う場合には、一度、特例
措置の適用がない税額での納税通知書を送達してから、納税義務者からの申告を受理して、
審査の上、特例適用通知等を送達することとなる。＝書類の送達を２回行う

24

北海道 約20,000件特例措置の適用件数
（令和２年度）

納税通知書送達

特例措置申告

特例措置適用審査

特例適用済の通知送達

現行フロー 提案実現後フロー

特例措置適用審査 特例適用済で通知送達

納税義務者）特例措置申告が省略
都道府県）送達事務が２回から１回へ減少

問合せ対応の減少（市町村含む）
封筒等の資機材使用量の減少
還付事務の減少

提案が実現した際には、課税前に都道
府県が当該特例措置の要件に該当する
か否かを確認することができるように
なるため、納税義務者の手続き負担の
軽減が図られるとともに、申告受理事
務や税額更正及び還付事務を大幅に軽
減することができる。

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加

※北海道からの回答

担当者の所感によると、承継取得による特例の９割
以上が、建築年月日の確認のみ（昭和57年１月１日
以降に新築された中古住宅の取得に伴うもの）で特
例措置の適用の判断が可能であるとのこと
※今後、古い住宅は順次、建て替えが進むことが考
えられるため、年々、上記の割合が増加すると見込
まれている。

9
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まとめ

25

都
道
府
県

納
税
義
務
者

現
行

提
案
実
現
後

都
道
府
県

納
税
義
務
者納税義務者の手続き負担の大幅軽減

それに伴う都道府県事務も大幅軽減

①納税通知書送達

②特例適用申告

③特例適用済の通知送達

特例措置の適用件数
（令和２年度）

特例適用済の内容での納税通知書送達

登記所から建築年月日が通知されることで、課税前に特例適用可否の判断が可能に

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加

※北海道からの回答

北海道 約20,000件
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まとめ

26

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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地方税法第382条 地方税法第73条の18第3項
地方税法第73条の22
都道府県税条例・施行規則

地方税法第422条の3

年度当初に固定資産評価額を通知

※固定資産評価額を併せて提供

※建築年月日は登
記事項（不動産登
記法第27条）

→登記所で保有している「固定資産評価額」と「建築年月日」を併せて通知

これによって、市町村から都道府県への提供事務（または都道府県の調査事務）を大幅に削減できるほか、
建築年月日情報の通知によって、納税義務者からの特例措置適用のための申告及び対応事務も軽減できる

現行

提案内容

27
※全国都道府県税務主管課長・市町村税担当課長合同会議（令和４年１月21日開催）資料から抜粋・追記

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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28

登
記
所

市
町
村

都
道
府
県

登記の情報を通知
（地方税法第382条） 登記の情報を提供

（併せて固定資産評価額その他参考事項を通知）

地方税法第73条の18第3項
地方税法第73条の22
都道府県税条例・施行規則

市町村・都道府県
の事務の大幅削減

現
行

提
案
実
現
後

登
記
所

市
町
村

都
道
府
県

（地方税法第382条）
登記の情報を通知 左記通知等を確認等して

その他参考事項があれば通知

登記の情報に登記所で保有している①固定資産評価額と②建築年月日を併せて通知

※または、都道府県が登記所や市町村に臨場等して登記の情報・固定資産
評価額・その他参考事項などの全て又はその一部を調査

土地 家屋 計
Ａ県 約80,000件 約36,000件 約116,000件
Ｂ県 約27,600件 約10,400件 約 38,000件
Ｃ県 約27,000件 約10,600件 約 37,600件
Ｄ県 約16,000件 約 5,300件 約 21,300件
Ｅ県 約59,500件 約27,300件 約 86,800件
Ｆ県 約23,000件 約10,000件 約 33,000件

年度当初に固定資産評価額を通知
（地方税法第422条の３）

年度当初に固定資産評価額を通知
（地方税法第422条の3）

納
税
義
務
者

①納税通知書送達

②特例適用申告

③特例適用済の通知送達

納
税
義
務
者

特例適用済の内容での
納税通知書送達

納税義務者の手続
き負担の大幅削減
それに伴う都道府
県事務も大幅削減

②建築年月日が通知されるこ
とで、課税前に特例適用可否
の判断が可能に

①固定資産評価額が通知されることで
評価額の追記・把握事務が削減可能に

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加

※一部の都道府
県からの回答

※北海道からの回答

北海道 約20,000件承継取得（売買や
贈与など）の件数
（令和２年度）

特例措置の
適用件数

（令和２年度）

北海道の例では、
全体の約77％ 北海道の例

では、全体
の90％以上
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国税である登録免許税を所管する法務省（登記所）
都道府県税である不動産取得税を所管する都道府県
市町村税である固定資産税を所管する市町村

国、都道府県及び市町村が税務行政の運営に当たって一層緊密に協力する態勢を強
化することにより、国税、都道府県税及び市町村税を通じて税務行政の簡素化と負
担の適正公平を図ることが必要であるとされております。
また、国税と地方税相互間の税務協力については、今後ともなお一層の協力体制を
推進拡大すべきものであるので、国、都道府県及び市町村は、執務上必要な相互協
力を推進し、適切かつ円滑な事務運営を図るものとされております。

つきましては、
・国及び地方を合わせて、国全体としての行政コストを最小化できる点
・市町村及び都道府県相互の事務負担の大幅な軽減が図られる点
・納税義務者の手続き負担の大幅な軽減が図られる点
・税務事務の更なるデジタル化を促進することに寄与する点
などについてご考慮いただき、
本件提案の実現について積極的なご検討を何卒よろしくお願いいたします。

29

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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参考条文など

30

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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31

地方税法
（不動産取得税の賦課徴収に関する申告又は報告の義務）
第七十三条の十八 不動産を取得した者は、当該道府県の条例で定めるところにより、不動産の取得の事実その他不動産取得税の賦課徴収
に関し条例で定める事項を申告し、又は報告しなければならない。ただし、当該不動産の取得について、当該期間内に不動産登記法第十八
条の規定により表示に関する登記又は所有権の登記の申請をした場合（同法第二十五条の規定により当該申請が却下された場合を除く。）
は、この限りでない。（下線部は令和５年４月１日から）

２ 前項の規定による申告又は報告は、文書をもつてし、当該不動産の所在地の市町村長を経由しなければならない。
※令和５年４月１日からは第３項に項ずれする。なお、第２項については下記のとおり。
前項ただし書の場合においても、道府県知事は、不動産取得税の賦課徴収について必要があると認めるときは、当該道府県の条例で定める
ところにより、不動産を取得した者に、不動産取得税の賦課徴収に関し条例で定める事項を申告させ、又は報告させることができる。

３ 市町村長は、前項の規定による申告書若しくは報告書を受け取つた場合又は自ら不動産の取得の事実を発見した場合には、その日から
十日以内に当該申告書若しくは報告書を道府県知事に送付し、又は当該取得の事実を通知するものとする。
※令和５年４月１日からは第４項に項ずれする。

（固定資産課税台帳に登録された不動産の価格等の通知）
第七十三条の二十二 市町村長は、第七十三条の十八第三項の規定によつて送付又は通知をする場合においては、道府県の条例の定めると
ころによつて、当該不動産の価格その他当該不動産の価格の決定について参考となるべき事項をあわせて道府県知事に通知するものとする。

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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32

地方税法
（登記所からの通知及びこれに基づく土地課税台帳又は家屋課税台帳への記載）
第三百八十二条 登記所は、土地又は建物の表示に関する登記をしたときは、十日以内に、その旨その他総務省令で定める事項を当該土地
又は家屋の所在地の市町村長に通知しなければならない。
２ 前項の規定は、所有権、質権若しくは百年より長い存続期間の定めのある地上権の登記又はこれらの登記の抹消、これらの権利の登記
名義人の氏名若しくは名称若しくは住所についての変更の登記若しくは更正の登記若しくは百年より長い存続期間を百年より短い存続期間
に変更する地上権の変更の登記をした場合に準用する。ただし、登記簿の表題部に記録した所有者のために所有権の保存の登記をした場合
又は当該登記を抹消した場合は、この限りでない。

（法第三百八十二条第一項の総務省令で定める事項）
地方税法施行規則第十五条の五の三 法第三百八十二条第一項に規定する総務省令で定める事項は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、
当該各号に定める事項とする。
一 土地の表示に関する登記をした場合不動産登記法（平成十六年法律第百二十三号）第十四条第一項の地図若しくは同条第四項の地図に
準ずる図面又は不動産登記令（平成十六年政令第三百七十九号）第二条第二号に規定する土地所在図若しくは同条第三号に規定する地積測
量図
二 建物の表示に関する登記をした場合不動産登記令第二条第五号に規定する建物図面又は同条第六号に規定する各階平面図

（登記所からの通知）
第七十三条の二十の二 登記所は、第三百八十二条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）の規定により市町村長に通知した
ときは、遅滞なく、当該市町村を包括する道府県の知事にも通知しなければならない。（令和５年４月１日から）

（土地又は家屋の基準年度の価格又は比準価格の登記所への通知）
第四百二十二条の三 市町村長は、第四百十条第一項、第四百十七条、第四百十九条第二項又は第四百三十五条第二項の規定によつて、土
地及び家屋の基準年度の価格又は比準価格を決定し、又は修正した場合においては、その基準年度の価格又は比準価格その他総務省令で定
める事項を、遅滞なく、当該決定又は修正に係る土地又は家屋の所在地を管轄する登記所に通知しなければならない。

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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不動産登記法
(職権による表示に関する登記)
第二十八条 表示に関する登記は、登記官が、職権ですることができる。

(建物の表題登記の申請)
第四十七条 新築した建物又は区分建物以外の表題登記がない建物の所有権を取得した者は、その所有権の取得の日から一月以内に、表題
登記を申請しなければならない。
２ 区分建物である建物を新築した場合において、その所有者について相続その他の一般承継があったときは、相続人その他の一般承継人
も、被承継人を表題部所有者とする当該建物についての表題登記を申請することができる。

(過料)
第百六十四条 第三十六条、第三十七条第一項若しくは第二項、第四十二条、第四十七条第一項(第四十九条第二項において準用する場合
を含む。)、第四十九条第一項、第三項若しくは第四項、第五十一条第一項から第四項まで、第五十七条又は第五十八条第六項若しくは第
七項の規定による申請をすべき義務がある者がその申請を怠ったときは、十万円以下の過料に処する。

登記所から都道府県に直接通知される登記情報への固定資産評価額及び建築年月日情報の追加
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